



































法化である。2018 年 4 月における地方独立行政法人の設立状況は、病院事業を独法化している








イン未策定（概ね 2007 年まで）とガイドライン策定後（2008 年以降）に時期を大別し、各時期
に独法化した都道府県立病院の政治過程を検討する（表 1 参照）。具体的には、ガイドライン未
策定時期に都道府県立病院で初めて独法化した大阪府（2006 年 4 月法人化）と、ガイドライン
策定後に独法化した神奈川県（2010 年 4 月法人化）の 2 府県の政治過程を検討し、その特徴を
明らかにする。最後に、本稿の結論と含意を示す。
表 1　ガイドライン時期と独法化した主な事例
ガイドライン種類 策定時期 期間区分 主な事例
Ⅰ　ガイドライン未策定 ― ～2007 年 2006 年～大阪府立病院機構
Ⅱ　ガイドライン策定後 2007 年 12 月 24 日 2008 年～ 2010 年～神奈川県立病院機構
出典：筆者作成。
2．公立病院改革の概要とその政策的特徴
　総務省自治財政局は自治体が運営する公立病院について、2007 年 12 月 24 日に「公立病院改
革ガイドライン（以下、旧ガイドラインと略記）」、2015 年 3 月 31 日に「新公立病院改革ガイド
ライン（以下、新ガイドラインと略記）」をそれぞれ策定し、自治体に公立病院改革を要請した。
ガイドライン未策定時期の公立病院改革の状況は、2007 年 7 月に総務省自治財政局を事務局と
して設置した公立病院改革懇談会が公立病院改革の事例を取りまとめている（3）。同懇談会によれ
ば、2002 年～2006 年の間に 203 病院が全部適用、4 病院が独法化、43 病院が指定管理者をそれ
ぞれ導入し、12 病院が民間譲渡を行ったとしている（4）。当時、独法化した 4 病院は、非公務員
型が 2 団体（長野県江迎町が 2005 年から、宮城県が 2006 年から）、公務員型が 2 団体（大阪府
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ら 2013 年度までに 52 病院が独法化した（伊関 2017：782-783）。
　新ガイドラインでは、公立病院改革に取り組む自治体に対し、新ガイドライン策定の翌日であ












時　期 所　管 根　拠 策定主体 計画等
1985 年 厚生省医政局 医療法 1 次改正 都道府県 医療計画
1990 年代 医療法 2～4 次改正 （上記計画の改良）
2007 年 厚生労働省医政局 医療法 5 次改正
総務省自治財政局 旧ガイドライン 公立病院運営自治体 公立病院改革プラン
2015 年 総務省自治財政局 新ガイドライン 公立病院運営自治体 （上記プランの改良）














































1985 年　第 1 次改正 医療計画：導入、必要病床数を明記
1999 年　第 2 次改正 ―
1997 年　第 3 次改正 医療計画：地域医療の充実化
2000 年　第 4 次改正 医療計画：必要病床数→基準病床数
2006 年　第 5 次改正 医療計画：4 疾病 5 事業の具体的な医療連携体制














































































































































まえ、総務省が 2016 年 9 月に設置した「地域医療の確保と公立病院改革の推進に関する調査研
究会」は、地域における医療提供体制の確保や公立病院の更なる経営改革を推進する観点から検
討し、2017 年 12 月に報告書を策定した（7）。
2.5　小　括
　以上のように、我が国における医療提供政策は、1985 年の医療法第 1 次改正により大きく政








































































　府は 2005 年 2 月、議会に府立病院機構の定款案を上程し、同年 3 月に議決を得た。府は同月、
行政計画として「府立の病院改革プログラム― 運営形態の見直し編―」を策定し、翌 2006
年 4 月から府立病院機構としての運営を開始した。ただし、初年度は特定地方独立行政法人（以
下、「公務員型」と略記）であり、2014 年 4 月から一般地方独立行政法人（以下、非公務員型と
略記）に移行した。
4.1.2　府立病院・病院事業局
　1926 年 4 月、府は当時の精神病院法に基づき府立中宮病院を開院した。1952 年 9 月に設置し
た大阪府立病院改築整備審議会の議論を踏まえ、1955 年 1 月に難波病院の再整備により大阪府
立病院を開院した。1952 年 12 月に府立結核療養所羽曳野病院、1959 年に府立成人病センターを
開院した。1974 年 11 月に府審議会が「母子保健総合医療センター（仮称）構想」を答申し、府
は同センターを整備した。
　これらの府立病院の事務局を統合し、2000 年 4 月に府は「病院事業局」を設置した。その後、
府審議会の答申を踏まえ、2005 年 3 月、「病院事業局」内に「運営形態検討会議」を、同年 4 月
に「法人設立準備グループ」を設置し、独法化の作業を加速させた。
4.1.3　府審議会












　⑵　山田勇（15）知事時代― 1996 年～1999 年議会
　山田勇知事は 1995 年 4 月の統一地方選挙で「無党派」を旗印に既存会派の支持を受けずに当
選し、知事時代における議会構成はオール野党だった（16）。
　1996 年 9 月議会で、自民党・横倉廉幸は、山田勇知事が示した行政改革推進計画素案に盛り
込まれた府立病院改革に反対する中で、民間病院と比べ莫大な繰り出しが必要な府立病院の事務
局統合を訴えた（17）。山田勇知事は各病院の事務局体制を検討すると答えた（18）。






明党・竹本寿雄は 10 月 17 日の本会議において、府立病院への財政支出を 10% カットする会派
独自の改革案を披歴した（21）。
　翌 1998 年 3 月 2 日の 2 月定例会本会議で、自民党・杉本光伸は、府が示す行政改革プランを
知事の政治哲学が反映されていないと評し、「府版独立行政法人」の導入を促した（22）。同年 10
月 5 日の 9 月定例会本会議でも、自民党・北川法夫は、府立病院の人件費が民間病院より高額で
あり、「経営部門を本府から切り離すなどの思い切った対応」が必要と訴えており、高杉豊保健
衛生部長は、1997 年度には民間有識者を交えた病院運営等改善委員会を設置したと説明した（23）。
　1999 年 2 月 22 日の 2 月定例会本会議で、自民党・釜中与四一は、国立病院独法化の動きを踏
まえ、府でも病院部門と一般行政部門を切り離すべきと主張した（24）。
⑶　齊藤房江（25）知事 1 期目― 2001 年～2003 年議会
　山田知事が 1999 年 4 月に辞職し、翌年 2 月に齊藤房江が府知事に当選した。
　2001 年 3 月 8 日、自民党・北川イッセイは、2 月定例会本会議で「経営感覚に乏しい事務屋で
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ある公務員が 2、3 年に 1 度の転勤を余儀なくされながら」行う病院経営を問題視し、エージェ
ンシー化すべきと主張した（26）。この主張に齊藤知事は、国立病院独法化と共通する「自律的な




として同年 8 月 27 日に設置した「府立の病院のあり方部会」で検討すると答えた（28）。同年 12
月 11 日の 12 月定例会本会議で、共産党・岸上しずきは企業会計決算報告で、府審議会の独法化
の検討に反対し、府立直営の堅持を強く要請した（29）。
　2003 年 10 月 3 日の 9 月定例会本会議では共産党・宮原威も同様に直営堅持を訴えた（30）。
　⑷　齊藤房江知事 2 期目― 2004 年議会
　2004 年 2 月に齊藤知事が再選し、2004 年 2 月議会は再選後初の議会となった。
　山田知事や齊藤知事 1 期目では、議会議員は府立病院の「改革」に積極的だったが、齊藤知事
2 期目に入り実務的な「独法化」の検討が進むにつれ、慎重論が増えていく。2004 年 3 月 8 日の
定例会本会議で、民主党・中村哲之助は、府審議会が答申した全適と独法化の検討状況を尋ね 
た（31）。松井健病院事業局長は、病院事業局内に運営形態検討会議を設置し、前年制定された地




保しつつ効率性が図られると述べた（34）。民主党・漆原周義は、同年 10 月 4 日の本会議で、全適
は 16 県で実績があるが、独法化は、地独法施行間もないため前例がなく、法人理事長の人選も
慎重になるべきとした（35）。公明党・谷口富男も、同月 8 日の本会議で、「公務員型」は本当に意
識改革が進むのか、5 病院を 1 法人で運営できるのか等懸念を表明した（36）。民主党・漆原は、同
月 15 日の健康福祉常任委員会で、本来は全適や指定管理者などと比較考慮して決めるところ、
太田知事は「まるで地方独立行政法人化を前提として議論しているというふうな印象」であると
指摘した（37）。日本共産党・小谷みすずは、12 月 8 日の 12 月定例会本会議で、「府立でしかでき
ない不採算医療、高度医療、合併医療、難病医療など後退」を危惧し、独法化に反対した（38）。
　⑸　府立病院の独法化― 2005 年 2 月議会
















　以上の議論を経て、2006 年 4 月に都道府県初の公立病院独法化が実現した。
4.2　神奈川県
4.2.1　ガイドライン策定後の独法化




ター（横浜市金沢区）の 6 病院を運営し、非公務員型で運営を開始した。2006 年 4 月から指定
管理者制度を導入した県立汐見台病院は独法化しなかった（48）。
　県立病院改革は、2003 年 4 月に県立病院の「民営化」を公約にした松沢成文が知事に当選し
て始まった（松沢 2005：18）。松沢知事 1 期目の 2005 年 4 月から県立病院に全適を導入し、
2007 年 4 月の統一地方選挙では「独法化」を公約にした（49）。
　再選した松沢知事は 2005 年 5 月、外部専門家で「神奈川県立病院あり方検討委員会」（以下




　これを受け、県病院事業庁は、2008 年 3 月 28 日に「病院事業庁の一般地方独立行政法人への
移行について」を発表した。その後、2009 年 3 月県議会で定款案が議決され、翌年 4 月から県
府病院機構として運営を開始した。
4.2.2　県立病院・病院事業庁
　1929 年 3 月、県は当時の精神病院法に基づき芹香病院を設置した。1948 年 4 月、足柄上病院
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が日本医療団から移管され、1950 年 4 月に一般病院となった。結核対策として 1954 年 12 月に
設置した長浜療養所や 1963 年 4 月に発足した成人病センターは、それぞれ循環器呼吸器病セン
ター、がんセンターとなった。1970 年 5 月に県内唯一の小児高度専門医療施設として、こども
医療センターが設置され、高度な周産期病棟等を有する。汐見台病院は、1979 年 4 月に衛生看
護専門学校附属病院として設置され、当初から診療業務を神奈川県医師会に委託している。
　県は、2005 年 4 月から県立病院の全適を導入し、病院事業庁を設置すると、病院従事者側が
これに対抗するため、2005 年 3 月 26 日に県病院事業庁労働組合を組織した。県は、2006 年 3 月






た臨時の検討体である。各委員の任期を「知事に報告する日まで」と定め（51）、2007 年に全 6 回
の会合を開催した。委員の人選は「別表に定める委員 10 名をもって構成する」と定め（52）、学識
経験者 2 名、市民代表 2 名、公認会計士 1 名の他、県医師会・病院協会・看護協会の各会長 3 名
及び済生会関係者 2 名で構成された。同年 5 月 29 日に初会合を開き、同年 11 月 15 日に最終会
合を開催し、報告書案を取り纏めた。
4.2.4　県議会
　⑴　松沢成文知事 1 期目：全適の議論― 2003 年～2004 年議会







　2004 年 3 月 22 日の定例会で、日本共産党・鈴木とも子は、「一般会計からの繰り入れ基準に
基づく繰入額さえ守られないようでは、県立病院としての機能の維持も危ぶまれる」と主張し 












　同年 11 月 8 日の決算特別委員会で、県立病院経営改善担当課長は、前年の病院事業決算では、
厚木病院を地元市に移譲する際、無償譲渡を行ったため、特別損失に 40 億円余を計上したと説
明した（62）。自民党・小島健一は元銀行員として、6 年連続の純損失や累積欠損金 218 億円余など
の状況も踏まえ、経営環境は厳しいと述べた（63）。民主党・福田紀彦は、全適後は経営改善の進
捗管理を徹底するよう求めた（64）。
　県立病院の全適が上程された同年 12 月議会では、公明党・藤井深介が 12 月 8 日の定例会で、
2002 年 4 月に全適にした埼玉県の事例を紹介し、「病院事業管理者として、鹿児島市立病院とい
う他病院から事業管理者をスカウトしたことが一つの大きな要因」と述べ、県立病院の全適にあ
たっても、「外部から人材登用するなど幅広い検討が必要」と述べた（65）。
　こうした議論を経て、2005 年 4 月から県立病院は全適を導入した。
　⑵　松沢成文知事 2 期目：独法化の議論― 2007 年議会
　2007 年 6 月議会は、全適から 2 年が経過した松沢知事の病院改革に注目が集まった。
　2007 年 6 月 18 日に民主党・齋藤健夫が、前年 3 月に県が策定した「病院事業経営基本計画」
で独法化を表明した真意を尋ねた（66）。松沢知事は、現行の全適は制約が多く、「より柔軟な経営」








　2007 年 7 月 4 日の本会議で、自民党・向笠茂幸は、全適の効果を「まだ 2 年しか経過してお
らず」、「議論は拙速の感を否めません」とした上で、独法化も「必ずしもメリットだけではなく、
医療の質を担保するという視点から、慎重の上にも慎重に」検討するよう求めた（71）。同年 12 月
議会で、12 月 7 日に民主党・大井康裕は、県委員会の答申を紹介し、県議団として「県立病院
のあり方チーム」を設置し、県内外の公立病院や独法化の先行事例を研究調査したと明かした（72）。
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　⑶　総務省ガイドラインの議論― 2008 年 2 月議会







と答えた（74）。同年 3 月 10 日の予算委員会で、自民党・小川は、指定管理者制度を導入した汐見
台病院も人件費削減は難航しており、独法化してもすぐに人件費比率が改善するわけではないと
主張した（75）。3 月 24 日の定例会でも、自民党・鈴木恒夫は「表看板をかけかえるだけ」、「中身
が全く変わらないのでは、数年もたたないうちに経営が破たんする」と懸念した（76）。
　⑷　県立病院の独法化― 2009 年 2 月議会
　2009 年 2 月議会では、県が県病院機構の定款案を上程した。厚生常任委員会においては、同





いるのか」と迫った（78）。同年 3 月 2 日には、県政会・川上健治が、「未来永ごう、県立、県営で
やっていただければ、これが一番地域の住民にとって良いこと」と反対を表明した（79）。民主党・
寺崎雄介は、独法後も病院職員の士気を維持するよう注文した（80）。


































年 9 月に都が設置した「都立病院改革会議」に都立病院のあり方を諮問し、翌 2001 年 7 月に同
会議は「全適」を検討するよう報告した（86）。これを受け都は「病院局」の設置を謳ったが（87）、
結果的に「全適」は導入せず、2002 年 4 月に「病院経営本部」を設置した。その後、旧ガイド
ラインが策定される 2007 年には、都が同年 3 月に設置した「都立病院経営委員会」に、都立病
院の経営形態の検討を依頼し、同年 11 月に同委員会は「独法化」「非公務員型」が最も柔軟な経








（ 1 ） 自治体病院事業の廃止については、柳（2012）が詳しい。
（ 2 ） 総務省自治行政局『地方独立行政法人の設立状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）』より筆者計算 
 （http://www.soumu.go.jp/main_content/000550064.pdf。最終閲覧日 2018 年 9 月 30 日）。
（ 3 ） 総務省『公立病院改革について』
  （http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/hospital/pdf/070723_1.pdf。最終閲覧日 2018 年 9
月 30 日）。
（ 4 ） 同上、pp. 19-23。
（ 5 ） 同上、p. 22。
（ 6 ） 2016 年 3 月に東京都稲城市が全国で初めて市町村版「医療計画」を策定するなど、医療介護総合
確保推進法の施行に併せて自主的に策定する動きはあるが、（都道府県）医療計画のように病床規制
などの法的な権限はない。
（ 7 ） 地域医療の確保と公立病院改革の推進に関する調査研究会『地域医療の確保と公立病院改革の推進
に関する調査研究会報告書』2017 年 12 月
  （http://www.soumu.go.jp/main_content/000532431.pdf。最終閲覧日 2018 年 9 月 30 日）。
（ 8 ） あずさ監査法人（2016）等。
（ 9 ） 原（2004）等。
（10） 大阪府健康福祉部病院事業課（2006）「府立 5 病院の地方独立行政法人化について」『自治大阪』、
p. 6。
（11） 大阪府衛生対策審議会規則 2 条。
（12） 同規則 3 条。
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 The purpose of this paper is to clarify the political processes of local governments that converted 
public hospitals into local incorporated administrative agencies. Public hospital reform is aimed at securing 
regional medical care and eliminating deficits. Local governments select management methods from a re-
form brief as indicated by the Ministry of Internal Affairs and Communications. One choice is to convert 
into a local incorporated administrative agency.
 Previous studies mainly focused on which method local government chose and the effects. There are 
few studies that examine how local governments chose methods of managements. In this paper, we focus 
on two prefectures that chose the incorporated administrative agency option and clarify the decision mak-
ing process.
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